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新地方公会計制度に基づく鹿嶋市の財務 4 表 

  

鹿嶋市の財政状況については，これまで，広報やホームページを通じて市民

の皆様に公表してきたところです。しかし，市の予算，決算は単式簿記であり，

現金の動きだけをとらえていました。すべての行政資源を統合的に管理するに

は，一般の企業同様複式簿記を採用する必要があります。 

 これについて国の方針として，平成 18 年 6 月に施行した「簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革推進に関する法律」を契機に，地方の資産・債務

改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置付けられました。 

  

１ 新公会計制度の概要 

 

平成 19 年 10 月 17 日に公表された総務省「新地方公会計制度実務研究会報

告書」に詳細が示されています。また，「地方公共団体における行政改革の更

なる推進のための指針」において，特別会計，第三セクターや一部事務組合

等も含む 4つの財務諸表（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・

純資産変動計算書）を整備することが求められています。 

 

（１）制度の目的 

① 資産・債務管理 

② 費用管理 

③ 財務情報の分かりやすい開示（現金主義による会計処理の補完） 

④ 政策評価・予算編成・決算分析との関係付け 

⑤ 地方議会における予算・決算分析との関係付け 

 

（２）基本的な考え方 

 ① 財務 4 表の作成・公表 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

② 普通会計だけではなく連結会計も対象とする 

③「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」 
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○基準モデル 

  ・固定資産（普通財産及び行政財産）等の資産・債務の洗い出し，価

格の算定，資産台帳の整備 

  ・歳入歳出データを公会計の仕分けに変更 

     ○総務省方式改訂モデル 

     ・売却可能資産（普通財産）について，価額を算定した上で，従来の

総務省方式による決算統計データと置き換え 

     ・資産評価・台帳整備は段階的に実施 

 

２ 鹿嶋市の取組み 

 

  鹿嶋市では上記の 2つのモデルのうち，「総務省方式改訂モデル」を採用し，

平成 20 年度決算から，普通会計に加え，特別会計，企業会計（水道会計）や，

市の財政に影響する団体（第三セクター，一部事務組合等）を含む「連結ベー

ス」での財務 4表の作成と公表を行っています。 

 

３ 財務 4 表の概要 

 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

会計年度末（平成 23 年 3 月 31 日，ただし出納整理期間中の増減を含む。）

時点における鹿嶋市が保有する資産や債務に関する情報を示すものです。 

貸借対照表の構成は，左側に資産を表示し，右側に負債及び資産と負債の

差額である純資産を計上しています。 

 

   ① 資産の内訳 

     市の所有しているすべての資産を表示しています。 

    ・事業用資産は，当該資産から将来的な経済便益が発生すると想定さ

れるものです。 

     （例）庁舎，保育所，学校，幼稚園，備品等 

    ・インフラ資産は，将来にわたる都市基盤と想定されるものです。 

     （例）道路，公園，上下水道等 

 

   ② 負債の内訳 

      将来的な支払義務を生じさせる地方債（借金）や退職手当引当金の金
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額は貸借対照表の負債として表示されます。 

     地方債は，資産の形成のために発行されます。貸借対照表上で，地方

債の発行額と資産の金額を対比させることで，市の資産形成がどの程度

借金でまかなわれたかが明らかになります。 

     退職手当引当金は，在職する全職員がすべて退職したと仮定した場合

に支払うこととなる退職手当要支給額を負債として計上しています。 

 

（２）行政コスト計算書（損益計算書） 

鹿嶋市の経常的な行政サービスに伴うコストと使用料・手数料等の収入を

示すものです。コストの面では，人件費等の人にかかるコスト，物件費等の

ものにかかるコストといった区分を設けています。 

経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度の純経常行

政コストとなります。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表のうち「純資産の部」（資産から負債を引いた残余）に計上さ

れている数値が一会計期間（平成 22 年 4 月 1 日から平成 23 年 3 月 31 日）

にどのように増減したかを明らかにするものです。総額としての純資産の変

動に加え，それがどのような財源や要因で増減したかの情報を表示します。 

 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

現金の流れを示すものであり，その収支を性質に応じて，経常的収支，

公共資産整備収支，投資・財務的経費などと区分して表示することで，鹿嶋

市がどのような活動に資金が使われたかを示します。 
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４ 財務 4 表の対象範囲 

 

公表した財務４表は，鹿嶋市の一般会計に墓地特別会計を加えた「普通会

計」と，特別会計や関連団体を含めた「連結ベース」の 2 つの区分で作成し

ています。 

 

区   分 会計 ・ 団体名等 

連
結
ベ
ー
ス 

市
会
計
全
体 

普通会計 
一般会計 

墓地特別会計 

特別会計 

国民健康保険特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

鹿島臨海都市計画事業鹿島神宮駅周辺北土地区画整理事業特別

会計 

鹿島臨海都市計画下水道事業公共下水道特別会計 

農業集落排水特別会計 

水道事業会計 

大野区域水道事業会計 

一部事務組合等 

鹿島地方事務組合 

鹿行広域事務組合（一般会計，老人ホーム会計） 

茨城県市町村総合事務組合（普通会計，事業会計） 

茨城租税債権管理機構 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

第三セクター等 

鹿嶋市土地開発公社 

（財）鹿嶋市文化スポーツ振興事業団 

（財）鹿嶋市農業公社 

 

 ※一部事務組合等は，複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体です。 

※第三セクター等は，資本金，基本金その他これらに準ずるものの 50%以上を，鹿嶋市が出

資している団体です。 
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５ 鹿嶋市の財務４表（普通会計） 

 

 
【普通会計】

（１）貸借対照表（平成２３年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 85,718,762 （１）地方債 13,693,340
（２）売却可能資産 98,212 （２）長期未払金 0
（　小　　計　） 85,816,974 （３）退職手当引当金 4,372,137

２　投資等 （４）その他 33,779
（１）投資及び出資金 806,941 （　小　　計　） 18,099,256
（２）貸付金 199,636 ２　流動負債
（３）基金等 2,348,469 （１）翌年度償還予定地方債 1,855,715
（４）その他 579,344 （２）その他 188,840
（　小　　計　） 3,934,390 （　小　　計　） 2,044,555

３　流動資産 負債合計 20,143,811
（１）現金預金 5,358,041
　　　（うち歳計現金） 1,411,012 純資産合計 75,132,937
（２）未収金 167,343
（　小　　計　） 5,525,384

95,276,748 95,276,748

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２２年４月１日 自 平成２２年４月１日
至 平成２３年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２３年３月３１日 （単位：千円）

19,551,827 期首純資産残高 74,942,086
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 18,994,716

（１）人件費 3,565,969 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 608,794 一般財源
（　小　　計　） 4,174,763 　地方税 12,077,041

２　物にかかるコスト 　地方交付税 257,796
　 （１）物件費 3,221,450 　その他 2,106,350

（２）維持補修費 426,809 補助金等受入 4,788,023
（３）減価償却費 2,416,146 その他 △ 43,643
（　小　　計　） 6,064,405

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 75,132,937
（１）社会保障給付 4,344,030
（２）補助金等 2,346,431 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 2,240,728 自 平成２２年４月１日
（４）その他 141,556 至 平成２３年３月３１日 （単位：千円）
（　小　　計　） 9,072,745 １　経常的収支 4,072,691

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 996,335
（１）支払利息 245,303 ３　投資・財務的収支 △ 3,014,406
（２）その他 △ 5,389 （　小　　計　） 61,950
（　小　　計　） 239,914 当年度歳計現金増減額 61,950

557,111 期首歳計現金残高 1,349,062
使用料・手数料等 557,111 期末歳計現金残高 1,411,012
純経常行政コスト 18,994,716 （基礎的財政収支）
（経常費用 － 経常収益） 収入総額 23,498,347

地方債発行額 △ 2,443,300
財政調整基金等取崩額 △ 1,080,000
支出総額 △ 23,436,397
地方債元利償還額 2,267,378
財政調整基金等増減額 548,427

基礎的財政収支 △ 645,545

経常費用

経常収益

負債の部資産の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計
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６ 鹿嶋市の財務４表（連結会計） 

 

 
【連結会計】

（１）貸借対照表（平成２３年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 120,695,788 （１）地方債 28,402,836
（２）無形固定資産 120 （２）長期未払金 34,767
（３）売却可能資産 275,791 （３）退職手当引当金 5,815,012
（　小　　計　） 120,971,699 （４）その他 36,851

２　投資等 （　小　　計　） 34,289,466
（１）投資及び出資金 249,991
（２）貸付金 199,636 ２　流動負債
（３）基金等 3,424,103 （１）翌年度償還予定地方債 2,971,383
（４）その他 2,462,959 （２）その他 1,049,694
（　小　　計　） 6,336,689 （　小　　計　） 4,021,077

３　流動資産 負債合計 38,310,543
（１）現金預金 7,258,584
（２）未収金 658,477 純資産合計 97,232,146
（３）その他 317,240
（　小　　計　） 8,234,301

135,542,689 135,542,689

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２２年４月１日 自 平成２２年４月１日
至 平成２３年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２３年３月３１日 （単位：千円）

37,307,491 期首純資産残高 97,360,299
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 26,284,188

（１）人件費 5,169,489 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 1,201,761 一般財源
（　小　　計　） 6,371,250 　地方税 12,077,041

２　物にかかるコスト 　地方交付税 257,796
　 （１）物件費 10,025,689 　その他 4,369,685

（２）維持補修費 627,251 補助金等受入 10,212,069
（３）減価償却費 3,639,221 その他 △ 760,556
（　小　　計　） 14,292,161

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 97,232,146
（１）社会保障給付 11,148,439
（２）補助金等 3,452,644 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 525,177 自 平成２２年４月１日
（４）その他 141,556 至 平成２３年３月３１日 （単位：千円）
（　小　　計　） 15,267,816 １　経常的収支 5,066,464

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 1,103,970
（１）支払利息 667,487 ３　投資・財務的収支 △ 4,480,637
（２）その他 708,777 0
（　小　　計　） 1,376,264 （　小　　計　） △ 518,143

11,023,302 当年度歳計現金増減額 △ 518,143
使用料・手数料等 11,023,302 期首歳計現金残高 7,776,727
純経常行政コスト 26,284,189 期末歳計現金残高 7,258,584
（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 42,469,804
地方債発行額 △ 3,136,257
財政調整基金等取崩額 △ 1,080,000
支出総額 △ 42,987,947
地方債元利償還額 3,766,963
財政調整基金等増減額 548,427

基礎的財政収支 △ 419,010

経常収益

翌年度繰上充用金増減額

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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７ 財務４表からみた鹿嶋市の特徴 

 

（１）社会資本形成の世代間比率  

   社会資本形成の結果を表わす公共資産のうち，純資産による形成割合を

見ることにより，これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担さ

れた割合を見ることができます。 

また，地方債に着目すれば，将来返済しなければならない，今後の世代

によって負担する割合を見ることができます。 

 

◆社会資本形成の過去及び現世代負担比率(%)=純資産合計÷公共資産合計×100  

 

 普通会計   ８７．６％（H2１年度：88.３%） 

 連結会計   ８０．４％（H2１年度：80.４%） 

   

 

◆社会資本形成の将来世代負担比率(%)=地方債残高÷公共資産合計×100  

 

普通会計   １６．０％（H2１年度：15.３%） 

連結会計   ２３．５％（H2１年度：2３.6%） 

 

普通会計では，社会資本形成に係る負担の 9 割弱を現役世代で資本形成

したことになります。また，将来世代が負担しなければならない社会資本形

成に占める割合は 2割以内となっています。 

   従いまして，鹿嶋市では過去及び現役世代で資本形成した社会資本の割

合が多く，将来の子どもたちへの負担は比較的低いと言えます。 

 

（２）純資産比率 

資産のうち，どの程度が正味の資産，つまり市民の持ち分であるかを示

しています。 

 

 ◆純資産比率（％）＝純資産÷総資産 

 

   普通会計   ７８．９％（H2１年度：78.９%） 

   連結会計   ７１．７％（H2１年度：7１.7%） 

 

数値が高ければ，過去の世代が資産形成コストの大きな部分を負担して

いることになり，6割以上が目安とされています。 

鹿嶋市では，どちらの会計においても 7 割以上ですので，財政状況は健

全であると言えます。 
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（３）受益者負担比率 

   行政コスト計算書における経常収支は，いわゆる受益者負担の金額であ

るため，経常収益の行政コストに対する割合を算定することで，受益者負

担割合を算定することができます。普通会計の行政コスト計算書では目的

別に受益者負担割合を算定することができます。 

 

  ◆受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

(単位：千円) 

行 政 目 的 経常行政コスト 経常収益 受益者負担比率 

生活インフラ等 2,512,113 52,782 2.1% 

教育 3,216,536 32,964 1.0% 

福祉 6,835,447 328,316 4.8% 

環境衛生 2,237,281 69,923 3.1% 

産業振興 690,693 141 0.0% 

消防 1,012,119 0 0.0% 

総務 2,621,400 29,373 1.1% 

議会 186,023 0 0.0% 

その他 240,215 1,208 0.5% 

一般財源振替額 ― 42,404 ― 

合     計 19,551,827 557,111 2.9％ 

     

    生活インフラ，教育等の受益者負担比率は，福祉，環境衛生の比率より

も低いことがわかります。 
 

 


